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〔フロンティア農業経済研究 第16巻第1号 2012.2) 

［論文］

農業用水路の維持管理活動への農家の参加決定要因
ー北海道鷹栖町北斗地区を事例として — .

明海大学高 山 太 輔

Determinants of Farmer Participation in Irrigation Canal Management: 
A Case Study of Takasu Town, Hokkaido 

Taisuke Takayama 
Meikai University 

Summary 
In rural Japan, the village has traditionally managed common-resources such as ponds, 

irrigation channels and farm roads. However, the level of participation in the management of 

these resources has decreased in recent years. 

The purpose of this study is to analyze the determinants of farmer participation in the 

management of irrigation canal in Takasu town, Hokkaido. The results show that the penalties 

meted out and the rewards bestowed by the WUA (Water User Association) exert a 

significantly positive effect on participation in irrigation canal maintenance activities. In 

addition, farmers who intend to expand the scale of the打operation tend to participate more 

actively n these irrigation canal maintenance activities. 

I はじめに

共有資源(Common-Pool Resources)は、 利

用に関して他人を排除することが難しく競合性が

存在する自然資源、 もしくは人間によって作られ

た資源システムである(Osrtom [13]) 。 殿村

における灌漑システムなどは、 代表的な腹村共有

資源である。 共有資源は、 非排除性、 競合性の性

質を持つため 、 オープンアクセスの環境におい

て、 その保全や管理を怠れば「共有地の悲劇

(Tragedy of Commons)」に陥る。 しかし 、 す

べての共有資源が持続的な維持管理の失敗に終わ

るわけではない。 途上国を中心として、 共有資源

を利用する自治的な利用者組織などの共同体によ

り持続的管理がなされている事例が多く報告され

ている。 また、 維持管理活動に対する利用者組織

等による共同行動(Collective Action)の成立要因

もフィ ールド実験や実証研究により明らかにされ

ている注1> (Ealand and Platteau [3) ; Ostrom 

[13] ;Wade [19)) 。 共有資源の持続的管理

の成否の決定要因は、 それを利用する自治的な利

用者組織により適切な管理が行われているかどう

かが重要であり、 途上国の農村開発や国際協力の

現場では共同体や利用者組織による活動が推進さ

れている。

これらの共同体による共有資源管理の問題
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は、 途上国だけでなくわが国にも存在する。 日本

では従来、 農道、 用水路、 ため池等の蔑村の共有

資源は、 燐業集落や資源を利用する利用者組織が

中心となり持続的に利用されてきた。 しかし、 近
年、 共有資源の管理水準は集落内の展家率の低

下、 兼業化、 高齢化、 混住化の進展により、 低下

傾向にあることが指摘されている注2) 。 そして、

多くの製家が殿業用水路、 農道等の共有資源を維

持管理する活動への参加に対して負担を感じてい

る（高見[18]) 。 しかし、 日本において農業

集落と農村共有資源の管理水準の関係に珀目した

定塁的な研究は少ない。 その中でも藤栄[4]

[5]は、 農林業センサス ・ 農業集落カードを用

いて、 燐業用水路の管理水準と農業集落の社会経

済条件の関係に行目し、 股村共有資源の管理メカ

ニズムを分析している。 また、 合崎ら[l]は非

農家世帯の農業用水路の維持管理活動への参加行

動を規定している要因を分析している。 しかし、

農家が農業水利施設等の共同作業による維持管理

活動に参加を決定する要因について、 脹家や利用

者組織等の属性から分析した研究は行われていな

い。

本稿の課題は、 晨業用水路の利用者組織が行う

維持管理作業を対象として、 利用者組織に属する

牒家の維持管理作業への参加行動を規定している

要因を分析し、 農家及び所属する利用者組織の特

徴と農家の維持管理作業への参加行動の関係を明

らかにすることである。 分析対象は農村構造の特

徴から股村共有資源の維持管理の持続性が最も危

惧されている北海道に培目し、 代表的な水田地帯

である上川中央部の厖栖町を選定した注3)

本論文の構成は以下の通りである。 Ilは事例地

域の概要、 mで事例地域の農業水利施設の維持管

理体制と管理実態を概観する。 IVは農家の用水路

の維持管理作業への参加の有無を隈家特性と所属

する利用者組織の特徴から整理し、 Vにおいて計

量的手法を用い、 利用者組織が行う共同作業への

参加を規定している要因を明らかにする。 VIは結

論とする。

注1 )資源の特徴、 利用者組織の特徴、 制度的仕

組み、 外部要因の点から、 持続的な共有資源

管理の成立条件が明らかにされている。 ま

た、 Ostrom [14]は、 共有資源管理の未解

決な問題として、 社会的経済的異質性や共有

資源を管理するグルー プの規模と共有資源の

管理水準の関係を指摘している。

注2)長濱[11) 、 永田[12]を参照。

注 3) 芦田 (2) は北海道の共有資源の特徴につ

いて、 (1)牒家一戸あたりの経営耕地面積が

大きく、 資源管理の負担絃が大きいこと、

(2)脳家減少率が高く 、 一戸あたりの資源管

理の負担磁の増加スビードが大きいこと、

(3)専業的農家の割合が高く、 また、 集落に

占める農家割合が高いため、 災源管理が営牒

のために行われていること、 (4)転作率が高

く、 その地域差も大きいため、 転作率の高い

地域において共有迂源の維持管理コストの負

担問題が生じていること、 をあげている。

II 事例地域の概要

旭川市に隣接する厖栖町は北海道中央部に位置

し、 人口約7,500人、 総面積14,000haの農村地域

である（鷹栖町資料、 2007年）。 基幹作物は、

米、 野菜であり、 この2作目 で燐業総産出額

(36.0億円）の89% (米： 23.5億円、 野菜： 8.5 

億円）を占めている（殿林水産統計年報、 2005

年）。 近年は、 旭川市に近いこともあり、 野菜の
産出額が大きく伸びている。 それゆえ農家経営

は、 米、 野菜を基幹部門とする農家が多数を占め

ている。

分析対象地域に選定した北斗地区は限栖町の北
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東部に位置し 、 8集落から構成された中山間股業

地域である即） 。 北斗地区の作付作物の構成は、

耕地面積518haのうち 、 水稲62.6%、 飼料作物

20.9%、 豆類1.1%、 野菜0.4%、 その他15.0%と

なっている。 股家戸数は、 146戸(1995年）か

ら108戸(2005年）へ減少しており 、 10年間の

減少率は26.0%となっている。
一方、 農業労働力

をみると2005年時点の農業就業人口に占める65

歳以上の割合は15.1%であるが、 55歳以上の割合

は42.0%であり 、 将来の高齢化が予測される。 土

地所有は65歳以上が総農地面積518haのうち

123ha (23.7%)を占め、 55歳以上では316ha

(61.1%)を占めている。 また、 担い手牒家が9

戸と鷹栖町の他地区に比べて極端に少なく 、 股業

後継者を確保している農家は5戸である。 このこ

とから他地区からの入作農家が多く 、 この地区で

の入作農家の土地所有は153ha(29.7%)であ

る。 また、 この地区では、 道営圃場整備事業（北

應栖1期地区：昭和43年-48年 、 北鷹栖2期地

区：昭和44年-61年）で30a区画に整備されて

いるが、 現在の整備水準では比較的小区画であ

り 、 圃場の大区画化が行われておらず、 担い手へ

の農地利用集積が進んでいない。 そのため、 近い

将来、 高齢化した農家や入作屈家が、 牧草の作付

けなどの粗放的な土地利用を行い、 牧草地化され

た水田において管理不足の用水路の発生や耕作放

棄された圃場の増加などが危惧されている地域で

ある（旧旭鷹土地改良区資料、 2005年） 。

注4)近年 、 この地区では旧学校区を活動単位と

して行政、 農業、 消防等の活動が行われてい

るため、 旧学校区が北斗地区として認定され

ている。

III 農業水利施設の管理主体と管理実態

1. 農業水利施設の管理体制

第1表は、 鷹栖町における農業水利施設の維持

管理システムを作業内容別に表したものである。

大雪土地改良区、 その下部組織である管理組合、

末端のI品家までをあわせて重層的な管理体制と

なっている。 以下、 管理主体ごとに管理内容を概

親する。

第1表 水利施設の管理主体と管理作業内容

管理主体 区分

ダム 、

頭首工

土地改良区 主要幹線、

支線、 岐線
水路

その他の
管理組合 水路

牒家 末端水路
(lOha以下）

改修・補修

業者発注

業者発注

改良区より資材・労貨の助成を受け
て補修、 改修
分水口（水門）の改修、 補修につい
て燐家免責3万円として、 これを超
主ゑ雄I立臨良区が助臨

全額燐家負担により改修・補修

資料：旧旭鷹土地改良区資料および聞き取り調査より作成。

注：幹線・支線排水路は市町村管理、 末端排水路は農家管理である。
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水管理・維持管理

季節雇用の常勤職員による水管理、

維持管理

季節雇用の常勤職員による水管理

水路の浚渫、 草刈等は改良区が労賃
を助成し管理組合により実施、 草刈
の一部は大型草刈機により改良区直
裳で実施
改良区より交付金を受けて管理組合
による水管理
浚渫、 草刈とも全展家賦役により実
施、 主要支派線については労貨の7
割と改良区が助成

全て煤家による管理



1) 土地改良区

大雪土地改良区は、 鷹栖町において唯一の土地

改良区であり、 大部分が大雪土地改良区の受益農

地となっている注5) 。 大雪土地改良区の組合員数

は1,704人であり、 9,928haの水田を受益面積と

する大規模土地改良区である(2008年）。 行政

区域は、 旭川市、 鷹栖町、 比布町、 愛別町、 上川

町の5市町にまたがる。

大雪土地改良区が行う水利施設の維持管理業務

は、 施設の改修・補修と水管理・維持管理の2つ

に大別される。 施設の改修・補修にかかわる業務

において、 ダム、 頭首エ、 主要水路等のコンク

リート施設は、 専門業者により補修・改修が実施

されている。 土地改良区が直接関わる維持管理業

務は、 近文頭首エや水門等の基幹施設の保守点検

（メンテナンス）である。 配水調整は、 幹線水路

の直分水門が土地改良区の季節雇用の常勤職員に

よって調整されている。

2) 管理組合

管理組合は、 共同部分の水路や施設の保全及び

維持管理、 また、 用水の公平な配分を目的として

設立された土地改良区の下部組織である。 管理組

合は、 支線・幹線用水路ごとの水系単位に、 1管

理組合当たり約150haの規模で組織されている。

管理組合は水系単位に組織されているため股事組

合範囲、 集落範囲と対応していない注6)
。 管理組

合の組合員は、 管理組合区域内の圃場の耕作者で
あり、 非展家は組合員に含まれていない。 組合員

から組合長、 副組合長、 会計が選ばれている。 鷹

栖町を中心とする旧旭慮土地改良区の区域には

41組合が組織されている。

第2表は、 管理組合の役割をまとめたものであ

る。 管理組合の主な管理業務は、 幹線、 支線用水

路の浚渫と草刈である。 これらの作業には、 改良

区から作業費の7割が助成されている注
7) 。 ま

た、 支派線水路や幹線水路の直分水門以外の水門

の用水配分を行っている管理組合もある。 人力の

事項

目的

業務

第2表 管理組合の役割

内容
公平な農業用水の配分
用水路利用者の「話し合い、 譲り合い」に
よる水配分の実行
用水路の愛穫
用水の配分管理、 水路の浚渫• 草刈
水路の維持補修

管理'祖合長 、 副組合長、 会計、 班長
（いずれも報酬あり）

組合員の出役
運営土地改良区からの助成金、 交付金

組合費の徴収
資料：福島[6]より引用、 一部加筆修正。

注：管理組合内で、 班に分かれて班長の選出を行い、 班単位で

運営を行う管理組合も存在する。

土工工事が可能な主要幹線以外の共用水路では、

資材、 労賃が土地改良区から助成され、 施設の補

修、 改修が管理組合により実施されている。

3) 受益農家

末端lOha以下の用水路及び圃場周辺の小用水

路の維持管理や水管理は、 水路を利用する圃場の

耕作者が行っている注
8) • 

現在、 この地域の大規模腹家は規模拡大に伴

い、 圃場周辺の草刈作業が農作業のなかで大きな

負担となり、 作業を期間内に終了させることが困

難になっている。 草刈作業の省力化のため、 雪解

け後の圃場に除草剤を使用する農家が増えてきて

おり、 周辺環境への影磐や畔の崩壊などが危惧さ

れている。

4) その他

排水路は、 幹線・支線は市町村管理、 末端は農

家が維持管理作業を行っている。 牒道の管理は、

農道を利用する燐家が行っている。

2. 管理組合による管理作業

管理組合が行う主な業務は浚渫と草刈である。

浚渫は、 本格的な通水が始まる5月上旬に実施さ

れている。 実施期間は、 土地改良区から指定があ

り、 組合員の賦役により共同作業が行われてい

る。 共同作業の実施範囲は、 幹線・支線用水路の
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共用で使われている用水路に限定されており、 土

地改良区から作業黄の7割が助成される。

草刈作業も土地改良区から日時の指定があり、

6月中旬に共用の幹線・支線用水路の周辺の草刈

が行われる。 浚渫、 草刈の共同作業への出役は、

原則、 管理組合の全組合員である。 むろん、 他の
管理組合に所属している組合員に対しても出役の

義務が生じる。 また、 草刈、 浚渫作業に出役しな

かった組合員が負担金として支払う出不足金や出

役した組合員に払われる出役金は管理組合ごとに

その有無が決められている。 浚渫、 草刈作業とも

作業時間は3時間から5時間程度であり、 たいて

いの場合、 午前中には全作業が終了する。

近年、 草刈、 浚渫等の共同作業への組合員の参

加者数が減少している。 原因として、 燐家の高齢

化、 全面 転作者の増加による出役者の減少があげ

られる。 牧草地への転作により、 水を必要としな

くなった股家が共同管理区間の賦役に参加しなく

なる傾向にある。 そのため、 一人当たりの管理作

業屋が増加している。 また、 担い手以外の農家と

担い手農家の耕作面積の違いにより、 担い手以外

の農家に共同作業時の作業黛の不公平が生じてい

る。 更に、 担い手以外の農家は兼業農家が多く、

平日の作業実施への不満も生じている。

事例地域である北斗地区においても、 農家数の

良区が愛別土地改良区、 比布土地改良区、 上

川土地改良区と広域合併してできた土地改良

区である。 旭鷹土地改良区の歴史等について

は福島[7]を参照。

注6) 鷹栖町における管理組合、 農事組合、 集落

の相互関係については福島[6]を参照。

注7) 草刈作業に対する交付金は面積割で30ha当

たり8,000円 、 末端用水路総延長割でlm当

たり8円が管理組合に対して土地改良区から

交付される。 また、 助成金は主要幹線用水路

周辺の草刈作業に対してlm当たり30円、 支

線用水路は作業強度を考慮してlm当たり20

円�30円が土地改良区から支給される。 浚

渫に対する助成金は、 用水路lm当たり約3.8

円である。

注8)北斗地区では、 農家が行う圃場周辺の小用

排水路の草刈作業が6月から8月にかけて3回

程度行われている。 6月から7月にかけて

は、 農道、 用排水路周辺と畔の草刈を行う。

8月は畔のみ草刈を行う。 圃場に共用の幹

線・支線用水路が隣接している場合は、 7

月、 8月に幹線・ 支線用水路周辺の草刈も

行っている。

減少により、 草刈、 浚渫作業時の一戸当たりの管 N 共同作業への参加と農家特性
理水路延長が年々増えてきており、 除草剤の使用

による管理の省力化や土地改良区の支援による大

型草刈機の導入により対処しているが、 共同管理

区間における賦役は限界に達している。 また、 こ

の地区で入作を行っている大規模農家は、 複数の

管理組合にまたがって圃場が分散しているため、

複数の管理組合の共同作業への出役を伴い、 大き

な負担となっている（旧旭鷹土地改良区資料、

2005年）。

注5)大雪土地改良区は、 2006年に旭鷹土地改

この節では、 北斗地区の管理組合により行われ

ている共用部分の幹線、 支線用水路の草刈作業を

対象として、 作業への組合員の参加の有無と管理

組合、 農家特性の関係を検討する注9)

第3表は、 北斗地区の4管理組合で2005年に行

われた草刈作業への呼びかけ人数と参加人数を表

したものである注10) 。 呼びかけ人数とは、 管理組

合の組合長が組合員に対して草刈作業への参加要

請を行った人数である。 この時、 複数の管理組合

にまたがって圃場が分散している入作農家注lll 
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第3表 草刈作業への参加状況 (2005年）
出役金 出不足金 呼びかけ人数 作業参加者 幹線用水路(m)

西部第3管理組合 3, 000円 X 28 21 6, 620 
西部第4管理組合 2,000円 5, 000円 30 29 7,870
西部第5管理組合 X 3, 000円 28 22 3, 020 
東部第5管理組合 3, 000円 X 29 20 4, 060 

資料 ： 2005年現地調査より作成。

注 ： 1 ) 西部第3管理組合は、 1班、 2班、 3班に分かれており 、 上記人数は北斗地区に位置する1班と2班の合計人数である。

2) 地区によ り用水路周辺の傾斜が違うため幹線用水路延長がそのまま作業強度を表すわけではない。

は、 当該管理組合の草刈作業の 日時が他の管理組

合の草刈作業日時と重なっている場合がある。 そ

の場合は、 管理組合長の判断に よ り 作業への参加

は要請されない。

草刈作業の参加割合をみ る と、 組合員115名の

う ち 、 草刈作業の参加者は92名 (80.0%) 、 非参

加者は23名 (20.0%) で あ る。 また、 管理組合ご

とに草刈作業に参加しなかった場合に課される出

不足金、 参加した場合の報酬 と して出役金が定め

られている。

第4表は、 用水路の草刈作業への参加と管理組

合 ・ 農家特性の関係を表したものである。 草刈作

業への参加の有無によ っ て 取 り 上げた項 目 か ら示

唆さ れる主な点は、 以下の と お り で あ る。

1 つ め は、 草刈作業参加者の う ち 55.4%が出不

足金を課している管理組合に所属 してお り 、 非参

加者においてのそれは30.4%である 。 出不足金を

課す管理組合に所属してい る割合は、 参加者の方

が非参加者よ り 高 く な っ て い る。 こ の こ と か ら、

共同作業への不参加に対するベナルティ ーは組合

員の共同作業への参加を高める可能性がある。

2 つ め は、 草刈作業参加者の う ち 66.3%が北斗

地区外か らの入作農家であり 、 非参加者は87.0%

と な っ て い る 。 これよ り 他地区か ら の入作農家

は、 当地区の共同作業へ参加 しない傾向がある。

例えば平地に耕作地を持ちながら 、 北斗地区で入

作を行っ て い る農家は、 条件不利地域である北斗

地区での営牒に必要な用水路管理に対する関心が

低 く な っ て いる と推察される 。

第4表 草刈作業への参加と管理組合 ・ 農家特性

管理組合 ・ 農家特性 立刈作業への参加
有 無

管理組合の属性
出不足金がある管理組合に所属 55. 4 % 30. 4 % 
出役金がある管理組合に所屈 76. l % 73. 9 % 

農家の属性
北斗地区への入作農家 66. H 87. 0 �
専業殷家 62. 0 % 65. 2 % 
第一種兼業農家 21 .  7 % 30. 4 % 
第二種兼業農家 16. 3 % 4. 3 " 
耕地面積 15. 4 ha I I . 6 ha 
経営意向 規模拡大 42. 4 % 30. 4 % 

現状維持 37. 0 % 39. 1 �
中止 20. 7 % 30. 4 �

後継者がいる 63. 0 % 56. 5 % 
認定農業者 42. 4 % 39. l " 
土地改良区関係の役職 14 l % 13. 0 % 
年齢 （平均） 57. 6 59. 8 

30代 5 .  4 % 8 .  7 % 
40代 9.  8 % 21 .  7 % 
50代 28. 3 '.Iii 30. 4 �
60代 30. 4 % 13. 0 �
70代以上 20. 7 % 26. I %
無回答 5 .  4 % 0. 0 % 

当該管理組合に有する耕地面積 4. 3 ha 2 .  7 ha
総耕地面積に占める 当該管理組 43. 0 % 35. 0 % 合に有する耕地面積の割合
農家の所属管理組合数 3 . 4 3 .  3 

該当者数 92名 23名

資料： 2005年現地調査より作成。

注 ： 土地改良区関係の役院は、 土地改良区総代、 管理組合
長、 土地改良区理平を表す。

3つめは、 総耕地面積をみる と草刈作業参加者

(1 5.4ha) は非参加者 (l l.6ha) よ り 規模が大

き く 、 所属する管理組合内に所有する耕地面積も

草刈作業参加者 (4.3ha) は非参加者 (2.7ha)

と 比 ぺ て大 き い。 ま た、 草刈作業参加者 の う ち
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42.4%が経営規模に関して拡大意向持っ ており、

非参加農家のそれは30.4%と参加者の方が高く

なっ ている。 これより、 耕地面栢が大きく、 経営

規模の拡大を目指している嬰家は、 今後の経営規

模を現状維持や経営中止と考えている農家より、

営農上、 用水路の維持管理への関心が高くなり、

共同作業へ参加すると推察される。

以 上 の 整 理 か ら、 管理組合が定めるベナル

ティ ーは、 組合員の共同作業への参加を促すと考

えられる。 また、 組合員の中で異質者となる入作

農家は、 共同作業へ参加しない傾向にある。 そし

て、 大規模燐家や規模拡大を志向している農家

は、 共同作業へ参加する傾向がみられた。

次節では、 計磁分析を通 じ て、 他の要因をコン

ト ロ ールすることにより、 共同作業による共有衰

源の維持管理活動に農家の参加を規定している要

因を明らかにする。

注9 )北斗地区には、 西部第3管理組合、 西部第4

管理組合、 西部第5管理組合、 東部第5管理

組合、 近文第5管理組合、 近文第6管理組合

の6管理組合がまたがっ ているが、 これらの

管理組合の区域は、 北斗地区の集落界、 農事

組合界と対応していない。

注10) 北斗地区には6管理組合がまたがっている

が、 近文第5 管理組合の区域は北斗地区の区

域と 対応する部分が少ないため分析から除い

た。 また、 近文第6管理組合は、 組合員の持

ち 回り制により、 3年に1 回のみ草刈作業に

参加するこ とが義務づけられおり、 他の管理

組合と草刈作業への組合員の参加形態が異な

るため分析から除いた。 また、 この2管理組

合は旧近文土地改良区の下部組織であり、 他
の4管理組合は旧 共栄土地改良区の下部組織

である。 管理組合の設立過程が大きく異なる

こと も分析対象から除いた理由である。 そし

て、 西部第3管理組合第3班は北斗地区の区

域と対応していないため分析から除いた。 な

お、 旧近文土地改良区、 旧共栄土地改良区の
下部組織の設立過程については、 福島 [6)

[7]を参照。

注11) この節以降の分析対象となっ ている4管理

組合に属するいずれの農家も北斗地区内に圃

場を持っており、 入作農家の定義を 「北斗地

区内の耕地を経営している北斗地区以外の製

業集落の腹家及び9提家以外の農業経営体」 と

する。

V 計量分析

1. データと計測方法

この節では、 組合員の賦役により行われる農業

用水路の草刈作業への参加決定要因を分析する。

分析対象は北斗地区の管理組合による草刈作業

である。 北斗地区内には管理組合が6管理組合ま

たがっ ているが、 分析では近文第5管理組合、 近

文第6管理組合、 西部第3管理組合第3班は除い

た。 近文第5管理組合は北斗地区の区域と対応し

ている区域が少ないため、 近文第6管理組合は共

同作業への組合員の参加形態が他の管理組合と異

なるため、 西部第3管理組合第3班 は北斗地区の

区域と対応していないためである。

計測に用いたデータ は、 2005年に現地調査に

よっ て得られたデータと1日旭鷹土地改良区資料に

よ る農家個票データである。 なお、 上記管理組合

に所属する組合員115名 のうち分析に必要なデー

タ を得られた103人を分析対象サンブルとする。

分析対象年は、 現地調査を行っ た2005年であ
る。

分析方法は管理組合に所属する組合員の農業用

水路の草刈作業への参加の有無であることから、

2項ロ ジ ッ ト モデルを採用した。 農家が草刈作業

に参加する確率は、 以下の式で表す。
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p(Y, ) = � (1)

C; = a + 芦 f3ふ:,i (2)

底iは説明変数であり、 p(Yi)は1か0の選択確率

を表す。 a 、 {3 は推定すべきバラメ ータ である。

ロ ジ ッ ト モデルの説明変数は、 第4節で得られ

たフ ァ ク ト フ ァ イ ンディ ングに基づいて選定す

る。 参加行動に影響を及ぽすと考えられる変数

は、 所属する管理組合が草刈作業の不参加者に対

してのペナルティ ーである出不足金を徴収してい

るかどうかを表す 「出不足金」 、 入作農家である

かど うかを表す 「入作農家」 、 経営規模拡大意向

を持つ農家かど うかを表す 「経営意向 （規模拡

大）」 のダミ ー変数と 「耕地面積」 である。 ここ

で、 入作農家であっても、 農家の属性により草刈

作業への参加行動が異なる可能性が考えられる。

例えば、 鷹栖町内の 圃場条件の悪い北斗地区で入
作を行っている専業膜家は、 この地区の圃場を今

後、 転作田に利 用する可能性が高く 共同作業に対

する関心が低いと考えられる。 「入作農家」 のダ

ミ ー変数だけでは、 このような特徴を識別するこ

とができないため、 入作農家と専業農家の交差項

を加える注12) 0 

その他の説明変数には、 先行研究の指摘を踏ま

え、 管理組合の特徴を表す変数と農家特性を表す

変数を用いる（合崎 [1] ;Baland and Platteau 

[3] ; 藤 栄 [4] [5] ; Ostrom (13] :Wade 

(19]) 。 管理組合の特徴を表す変数は、 所 属

する管理組合が作業参加者への報酬である出役金

を定めているかどうかを表すダミ ー変数の 「出役

金」 である。 農家特性を表す変数は、 認定農業者

であるかどうかを表す 「認定農業者」 、 土地改良

区関係の役職に就いているかどうかを表す 「役

職」 注13) 、 後継者がいるかどうかを表す 「後継

者」 、 3 0代を リ フ ァ レンスグルー プとする 「年

齢」 のダミー変数である。

2 計測結果
第5表は ロ ジ ッ ト モ デ ル に よる計測結果であ

る。 有意となった変数は、 牒家の属する管理組合

の 特徴を表す 「出不足金」 、 「出役金」 、 膜家の

特徴を表す 「経営意向（規模拡大）」 であった。

管理組合による 「出不足金」 の有無を表す変数

をみると、 符号は正で有意である。 組合員の共同

作業の不参加に対するペナルティ ー は、 共同作業

への参加行動に正の影響を与えている。 次に、 管

理組合による 「出役金」 の有無の符号は正で有意

となっている。 草刈作業参加者への報酬は共同作

業の参加を促す効果がある。 このように草刈作業

に対する金銭的インセンテイ プは参加行動に影響

を与えることがわかる。

農家の特徴を表す変数 は 「経営意向 （規模拡

大）」 の符号条件が正で有意となっているが、

第5表 ロ ジ ッ トモデルの計測結果
係数 標準誤差

出不足金 2.676 .. l. 256 
出役金 2. 563 .. 1. 283 .
耕地面積 - 0. 014 0. 049 
経営意向（規模拡大） 2.270 .. l. 005
後継者 1.  036 0. 678 
認定農業者 -1. 332 0. 948 
役職 - 0. 140 0. 787
年齢 40代 -0. 469 1. 541 

50代 -0. 163 ]. 340
60代 1.  454 1. 380 
70代 -0. 959 1. 611

入作脹家 -1. 559 1. 325
専業屈家 -0.351 1. 431
入作脹家X専業農家 0.845 I. 542 
定数項 -1. 387 2. 367
サンプル数 103 
初期対数尤度 -213. 70
最大対数尤度 -169. 77 
Pseudo R 2 0. 206 

注 ： I )  **は5%の有意水準を表す．

2) 年齢の リ フ ァ レンスグルーブは30代である。
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「耕地面積J の符号は有意となっていない。 ク ロ

ス 集計の結果と異なり、 参加行動に影櫻を及ぽす

様々な要因をコ ントロ ールすると、 現状の経営規

模は参加行動に影響を及ぼしていないことがわ

かった。 このことより、 現時点の経営規模ではな
く、 将来の農家経営について拡大意向を持つ 牒家

ほ ど 共同作業への参加傾向が強い。 今後、 規模を

拡大し、 この地域の担 い 手 となる 牒家は、 営農

上、 用水路管理に対して関心が高くなるためであ

ると考えられる。

注12 )転作目的の入作と考えられる当該地区に

おいて水稲作付がない展家との交差項も考え

られるが、 分析対象となる4管理組合の組合

員に 当該地区に おいて水稲作付を全く行って

いない 組合員は存在 しない。 な お、 細 山

[9]は当麻町に おいて中山間地の圃場を取

得しての転作対応者が多いことを指摘してい

る。

注13) 土地改良区関係の役職は、 土地改良区総

代、 管理組合長、 土地改良区理事を表す。

VI おわりに

本稿の目的は、 股業用水路の利用者組織が行う

草刈作業を対象として、 利用者組織に属する農家

の作業への参加行動を規定している要因を分析

し、 農家、 管理組合の特性と維持管理作業への参

加行動の関係を明らかにすることであった。 その

結果、 得られた結論は以下の通りである。

第1に、 管理組合による共同作業への不参加に

対 するペナルティ ーである出不足金は、 組合員の

共同作業への参加を促す効果があることが確認さ

れた。 この点は、 途上国に おける共有資源管理の

ための共同作業についても同様な点が指摘されて

いる。 また、 共同作業へ参加することに対する報

酬も、 作業への参加を促す効果が認められた。 こ

のように、 共同作業に対する金銭的インセ ンティ

ブを付与したルー ルの有無は、 わが国においても

共同作業を成立させるために重要な要因であるこ
とがわかる。

第2に 、 現時点の経営規模ではなく、 今後の経

営規模について拡大志向を持つ農家が、 共同作業

へ参加する傾向があることがわかった。 つまり、

この地域の担い手となり得る農家であるほど農業

用水路の維持管理に関心が高く、 共同作業へ参加

する傾向がある。

以上より、 本論文で対象としたような中山間地

域における水利施設管理のための共同作業におい
て、 出不足金や出役金のような金銭的方法を利用

し、 組合員に共同作業への参加に対するイ ン セ ン

ティ プを与えることが共同作業の成立に有効であ

る。 この点からみれば、 2007年度から実施され

て い る農地 • 水・環境の保全を目的とした農地 ・

水・猿境保全向上対策 (2011年度より農地 • 水

保全管理支払交付金）は、 非 牒家も含めた地域ぐ

るみの共同活動に対して金銭支援する点から、

定の効果が期待される．
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